
前回は、地域公共交通は地域が持続可能とな

るために欠くべからざる「インフラ」であり、

自治体はその確保・維持・改善に主体的に取り

組まなければならなくなっていることを説明し

ました。今回はそれを具体的に進める方法をお

伝えします。 

要約すると、図３に示す 5つの鉄則「目的の

明確化」「適材適所」「一所懸命」「組織化」「カ

イゼン」を着実に行うことです。 

図３ 

８．地域公共交通政策に方程式はない 

国は 21世紀初頭に鉄道・バス・タクシー事業

規制の緩和を進めました。そこには、地域公共

交通について自治体が主体的に考えてもらいた

いという意図がありました。しかし、意図を自

治体に直接伝えることを怠ったため、自治体は

混乱しました。それまで自治体の地域公共交通

政策と言えば「要望」「陳情」そして「補助」で

あって、主体的・能動的に取り組んでいた自治

体は少なく、取り組もうとしても「人なし」「金

なし」「権限なし」「ノウハウなし」そしてそも

そも「自覚なし」なので、必然の結果でした。

今では様々な形で地域公共交通に関する情報交

換が自治体と国の間で行われるようになってい

ます。 

自治体による地域公共交通マネジメントのツ

ールと言えるものを国がようやく用意したのが、

2006年の道路運送法改正によってできた「地域

公共交通会議」の制度です（図４）。15年近くを

経て、全国の大半の自治体が設置していますが、

制度の理解はいまだに不十分と感じます。理解

度は具体的には図５で確認できます。ここに示

す「あってはならない」10項目に多く当てはま

るほど、地域公共交通会議を活用できていない

ことになります。自治体地域公共交通担当者向

け研修会でこれを数えてもらうと、過半数が当

てはまると答える担当者がいまだに大半です。 
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地域公共交通会議は政策推進のキモです。そ

して、自治体の他の審議会等とは全く異なるも

のと考えるべきです。それは地域公共交通には

方程式がないからです。方程式は数学という世

界共通言語で書かれるので、どこでだれが解い

ても答えは同じです。ところが公共交通の世界

では、主なステークホルダーである交通事業者・

住民代表・自治体担当者がみな地元出身で同じ

学校を出ていても、会議になると話が通じない

のが普通なのです。それだけ立場が異なり、意

思疎通もできていなかったわけです。その状況

では議論が成立せず、実質的なことを何も決め

られません。 

 

９．地域公共交通会議で合意することの意義 

地域公共交通会議で大事なのは、「合意」すな

わち共通認識そして相互理解の形成です。合意

は全会一致とは異なり、反対した人も協議結果

の実施に納得できることを意味します。利用者

からの運賃収入で採算が合った時代は、合意な

ど不要でした。しかしそれは利用者の減少で過

去の話となりました。その間に、地域住民は「交

通事業者に頼んでも便利にしてもらえない」と

考え、交通事業者は「地域住民に言われて便利

にしてもそれほど利用してくれない」と考え、

相互不信が負のスパイラルを生み、全国の地域

公共交通を奈落の底に引きずり込んでいきまし

た。これを逆転させ、一緒になってよくしてい

くことが今必要です。そのための作戦会議が地

域公共交通会議だと思ってください。 

そのためにはまず「熟議」、すなわち、しっか

りと考えながら話し合うことが必要です。これ

は時間がかかります。英会話ができるようにな

るのと同じと考えればよいでしょう。話が通じ

るようになると、今度は立場の違いが明確にな

り、本質的な議論になります。ステークホルダ

ー間の齟齬をどう解決し、全体として Win-Win

になれるかを考え、納得できる結果に落とし込

むことが大事です。だからシャンシャンはあり

えないのです。ケンカになることもあります。

むろん、ケンカ別れしては何ともなりません。

空中分解しないためには、地域公共交通の存在

意義を皆が認識し、地域で共有できる「目的を

明確化」することが必要です。その上で、目的

を達成するにあたってのそれぞれの立場（利害）

を理解するわけです。 

逆に絶対やってはいけないのは「現状の維持

存続自体を目的と思うこと」です。公共交通は

移動を担保する手段であり、いろいろな種類が

あって、対象地区の状況によって向き不向きが

あります。利用が減っている場合、そもそも状

況が交通手段に適合していないことが多くあり

ます。よって、残す価値のある公共交通は徹底

して見直し活かす、違う手段の方が安く効果も

高いなら躊躇せず切り替える、すなわち「適材

適所」が大事です。その際、何が効果なのかを

しっかり考えることが必要であり、それによっ

て本当の「目的」も明確化でき、それを実現す

るための施策の社会的支持を得ることにつなが

ります。地域公共交通会議はそのための場です。 

 

１０．コミュニティバスの意味を理解すべき 

地域のステークホルダーの合意形成が適材適

所の公共交通を生み出した最も著名な事例が、

1995 年に運行開始した東京都武蔵野市のムー

バスです。交通事業者単独では運行できないが

地域にとって必要な路線を、自治体が企画・運

営し運行を交通事業者に委託する体制であり、

責任が明確に区分されるとともに、自治体の主

体性が強く反映されます。しかし 1995年の段階

では自治体は「シロウト」であり、交通事業者

に納得してもらい地域住民にも乗っていただけ

る路線をつくるスキルはありませんでした。そ

こで武蔵野市は地域住民としつこく議論し、交

通事業者とも調整を進めて、3 年かけてムーバ

スの内容を詰めたのです。 

 結果、地域の実情に合わせたオリジナルのき

め細かな運行形態が実現されました。試乗会で

「これはまさにコミュニティのバスだ」という

感想が出ました。コミュニティバスの語源です。



これは 2つの意味があります。コミュニティに

合ったオリジナルな運行形態であることと、コ

ミュニティ自らでつくりだした（マイバス意識

の共有）ということです。ステークホルダーが

議論する中で地域公共交通の必要性とそれを満

たす運行形態、その維持体制を地域で見いだし、

適材適所の公共交通が生み出される、これを私

は「一所懸命」と呼んでいます（図６）。 

 

図６ 
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ムーバスの成功は全国にコミュニティバスブ

ームをもたらしました。しかし残念ながら、コ

ミュニティバスの本来の意味を理解せず、「コミ

ュニティバス＝自治体運営バス」という誤解が

蔓延しました。さらに、多くがムーバスの運行

形態を表面的にサルマネしたため、適材適所と

ほど遠い空バスが全国で巡回するに至りました。

そして今も全国で、オンデマンド乗合交通を中

心に、優良・先進事例のサルマネや新技術の導

入が適材適所の吟味なく行われた結果、需要と

の不一致が生じる例が多数見られます。「形から

入ると失敗する」と考えて間違いありません。 

ちなみに最近流行のオンデマンド乗合交通

（デマンド＜需要＞と呼ばれることが多いが、

オンデマンド＜需要に応じて＞が正当）には、

乗降場所と時刻の自由度、そして予約・配車の

方法によって様々な形態があります。これらに

定時定路線運行も含めて、適材適所を地域ごと

に吟味することが大事なのです（図７）。また、

オンデマンド交通は予約を面倒と思う人が多い

ことや、予約が多くて希望通りとれないことな

どの弊害も意外に大きいことに注意が必要です。 

適材適所を見いだし導入することによって利

用者が増加する余地がある場合が多いものの、

運賃収入での採算確保にまで戻すのは困難であ

ることが一般的です。ここで重要なのは「採算

確保不可能＝不要」ではないということです。

もしそうなら既に地方部のほとんどの鉄道・路

線バスは廃止すべきとなってしまいます。そう

ではなく、利用しない人も含めた地域社会への

様々な効果（クロスセクター効果と呼ぶことが

ある）が存在し、その効果を受ける人は通常、

対価を支払っていないため、見かけ上赤字にな

ってしまっているのです。効果をしっかりと把

握し、効果に見合った対価として公的補助（＝

「交通保険」）や負担金・協賛金を出してもらう

ことが本来なのです。ここでも、効果について

ステークホルダー間の共通認識が必要で、地域

公共交通会議で議論する内容となります。 

そして「受益を得るためには負担すべき」と

いう原則は重要です。住民・地域の要望をベー

スとした検討は往々にして「欲しいと言うので

引いたが利用がなかった」という結果を招いて

います。こうならないために、事業継続条件の

設定に加え、利用者だけでなく地域に何らかの

負担を課すことでモラルハザードに陥らないよ

うにすることが必要です。 

 

１１．地域公共交通会議は「特区制度」 

市場原理で供給できない地域公共交通は、地

域全体で「考え」「つくり」「守り」「育て」てい



くことで最適供給に近づけられます。全国には、

まだまだ少ないですが、自治体でなく地域組織

や NPOなどが主体となって運営する地域公共交

通も走っています。また、一般の路線バスでも

地域や自治体との協働で利用者や運行資金を確

保し存続しているものがあります。これらこそ

真のコミュニティバスでしょうし、自治体はそ

ういった尊い取組を喚起し支援する仕組みを持

つべきです。 

国は地域公共交通会議を普及させるため、会

議で協議が調った案件について、通常の道路運

送法の規定では不可能な柔軟性の高い運行を認

めることや、手続きを簡略化・弾力化すること

としました。これは一種の「特区制度」と解釈

できます。なお、案件はコミュニティバス・オ

ンデマンド交通を含む乗合事業ならすべて対象

となりえますし、白ナンバーの自家用車を用い

た「自家用有償運送」を行う場合は協議が必須

です。 

ところが、地域公共交通会議を特区制度と思

っている担当者は稀有でしょう。逆に「面倒だ

けど手続きとして避けられないもの」「協議しな

ければならない（あるいは、できる）路線＝コ

ミュニティバス・オンデマンド交通」という思

い込みが根強くあります。既存の路線バスを協

議対象とする動きは緩慢です。交通事業者は従

来の手続きでもできるので積極的に活用しよう

としません。地方分権の施策のはずが、国から

押しつけられたと感じるとは、実にもったいな

いことです。 

 

１２．地域公共交通の組織化が MaaSを実現する 

地域公共交通は様々な交通機関から構成され

ますが、バラバラではなく網となって一体的に

機能することでより大きな効果をもたらします。

それなのに、自治体が網の一部しか扱わないと

いうのはおかしなことでしょう。ムーバスは東

京 23区の隣を走り、一般路線バスは運賃採算が

確保できていたため、コミュニティバスとの仕

分けに意味があったかもしれませんが、一般路

線の大半が不採算で公的補助が入っている地方

部では無意味な仕分けです。地域公共交通会議

で一般路線は積極的に扱うべきであり、さらに

鉄道なども含めたすべての交通機関を扱うのも

当然です。 

当初の地域公共交通会議は道路運送法に基づ

き、乗合バスのみに法的効果が生じるものでし

た。2007年に施行した地域公共交通活性化再生

法では、地域公共交通会議と同様の協議会が規

定されました。活性化再生法は鉄軌道やタクシ

ー、定期船も対象であり、それらも含めた公共

交通網全体のマネジメントが意図されています。

地域公共交通会議は、そこに参画するステーク

ホルダーを「組織化」するとともに、域内のす

べての地域公共交通を「組織化」して利便性と

効率性を高めるための場として機能するように

なります。 

最近、MaaSという言葉が話題になっています。

Mobility as a Serviceの略で、日本語に直訳

すると「1つのサービスとしてのモビリティ(移

動可能性)」と分かりにくい表現ですが、交通機

関をバラバラでなく一体的に移動サービスとし

て提供することを意味します。通常は携帯端末

を用いて交通機関の検索・予約・決済が網羅的

にできる仕組みを指し、さらに都度払いでなく

1 日乗り放題券のようなサブスクリプションと

言われる運賃を導入することも考えられていま

す。この MaaSも「組織化」の結果得られるサー

ビスであり、その実現に地域公共交通会議を活

用した「一所懸命」が必要であることは明らか

です。そして ITは MaaSを実現するための道具

立てであり、便利に活用できる場合もあります

が、必須とは考えないでください。 

そもそも MaaS以前の問題として、日本の地域

公共交通は一見さんお断り的な雰囲気が色濃く

あります。例えば駅を出てバスに乗ろうとして

もわけがわからないという状況は当たり前のよ

うにあります。これも利用者が減ってしまった

理由であり、駅前でどのような情報を示すのが

効果的なのか、利用者目線での「カイゼン」が



急務です。さらに、少子高齢化や価値観の多様

化、IT普及といった状況も踏まえ、ライフスタ

イル提案、マーケティング、おもてなしといっ

たキーワードを意識し、顧客を創出する努力が

必要です。 

 

１３．データと現場感覚が担当者のよりどころ 

MaaS を含む IT ソリューションは、これら顕

在・潜在利用者への訴求に資するとともに、ア

クセスログや移動履歴を用いてサービスを「カ

イゼン」することにも有用です。従来、地域公

共交通の世界はデータ活用をほとんど行ってこ

ず、経験と勘そして住民要望に頼ってきました。

データ取得に資する機器の導入は今後の重要課

題であり、さらに得られたデータはオープン化

することで、地域公共交通を中心とした各種の

地域施策に活用される可能性が出てきます。 

その上で、地域公共交通担当者は、データだ

けに頼らず、「現場」に足を運ぶことが大切です。

利用することで問題点を把握できますし、実情

を体感し、そこにいる方々と話をするという経

験を重ねることで、堂々と仕事できるようにな

ります。地域公共交通会議のメンバーにも実際

に乗ってもらう工夫を行うべきです。「公共交通

は会議室でなく現場を走っている」のですから。 

そうやって、方程式がないがゆえに試行錯誤

で地域公共交通の「カイゼン」を絶えず進めて

いく仕組み、すなわち PDCAサイクルを実施する

ため、年間スケジュールにしっかり組み込んで

おくことが有効となります。公共交通は生活に

深く関連するため、すぐには政策の効果が出ず、

3 年程度様子を見る必要がありますが、明らか

に必要と分かった点やうまくいっていない点は

速やかに見直すべきです。それを躊躇している

間に利用者はどんどん離れていってしまうので

すから。そのことも考えると、地域公共交通の

見直しは年 1回程度、それに合わせて本会議も

年 3回程度は必要になるでしょう。むろん、本

会議は規模が大きくなり、細かい議論も難しい

でしょうから、分科会・部会といった小ぶりな

場での検討も含めてスケジュールを考えること

が必要ですし、自治体の議会や予算、国の補助

制度、調査実施や分析といった関連日程も勘案

しなければなりません。せっかく会議を開くな

ら、有益な議論ができそれが「カイゼン」のサ

イクルにうまく組み込まれることが大事です。 

 

１４．地域公共交通計画は必要不可欠 

以上で説明した、地域公共交通会議の場を活

用し 5つの鉄則を踏まえた活性化再生の取組の

進め方と目指す姿をまとめたものが「地域公共

交通計画」となります。これがなければ政策は

場当たり的となり、適切な検討や実施もできま

せん。また、計画は地域公共交通の必要性とサ

ービスレベル、それを実現する方法を内外に表

明するものとしても重要です。そして私はよく

「遺言」と言っていますが、公務員は短期で異

動になることが一般的なので、担当者が代わっ

ても容易に継続できるように申し送り事項や仕

事の進め方を細かく書いておくことが大事です。 

昨年 2020 年 11 月 27 日に活性化再生法が改

正され、地域公共交通網形成計画という名称だ

った法定計画が「地域公共交通計画」に改めら

れました。計画に書き込むことが求められる内

容について大きな変更はないのですが、自治体

による計画策定が、それまでは任意であったの

が努力義務化されました。さらに、地域公共交

通に関する国庫補助制度も、地域公共交通計画

がないと認められないようにする方針が示され

ています。国として自治体の政策推進を促す意

図は明確です。 

しかし、活性化再生法施行とともに法定計画

の制度ができて 13 年も経って努力義務化とな

るのは、経過措置としては長過ぎます。実情と

しては、法改正直前までに地域公共交通網形成

計画は 600 ほどが策定済みで、全国自治体の 3

分の 1以上にあたります。一方で、策定状況の

地域差が大きく、深刻な状況にあるのに計画策

定どころか地域公共交通会議も不活発な自治体

が少なくありません。全国的な課題と認識され



ているのに、これに国が業を煮やしたとするな

ら残念なことです。国は今後 5年間で計画策定

数の倍増を目指す方針ですが、今まで策定して

いない自治体は意識が相対的に低いと考えられ

（国の方針をよしとしない積極的な行動だった

自治体もあるだろうが）、計画の質が確保できな

いことが懸念されます。 

ならば、計画の質とは何かというと、見栄え

がきれいだとか、ページ数が多いとかではあり

ません。地域公共交通会議でしっかり議論し、

今後の方向性を共有し、可能な限り今後やるこ

とや目指す姿を明らかにし、進め方も示してい

る、そのためにも「担当者自身が書き」「役所内

そして会議メンバーの腑に落ちている内容」で

あることが大事です。そして英語とか難しい言

葉は排除し、できれば短くし、明確な表現を用

いるべきです。 

ダメな計画の典型は、調査結果や他の著名事

例がダラダラ書かれ、肝心の計画内容は最後の

方に申し訳程度しかなく、しかもその多くが「今

後検討」となっている、まるで調査報告書のよ

うな代物ですが、実はそういう計画が多いので

す。その大半は会議メンバーでない外部コンサ

ルタントへの「丸投げ」によるものです。外部

コンサルタントの能力が低いのではなく、意思

決定できないのだから必然です。計画は自治体

担当者自身が書き、合意した「今後やること」

を 1つでも多く書かなければなりません。 

また「だれがやるか」も重要です。地域公共

交通計画を地域公共交通会議で合意することで、

各メンバーは実施主体として計画に書かれてい

る事業の実行を公に約束することになります。

しかし多くの計画では自治体と交通事業者ばか

りが並び、他はほとんど出てきません。地域公

共交通はみんなで進めるのだから、実施主体と

して会議メンバーはもとより、広範な人たちが

入っていることが当然です。そしてそういった

人たちこそ、会議や部会のメンバーになってい

ただくことが必要です。法定メンバーだけ集め

てよしとしているようでは、公共交通への共感

を地域全体に広げていくことはできません。 

 

１５．「おでかけ」環境確保が地域を楽しくする 

コロナ禍で地域公共交通は危機に立たされて

います。もともと収益性が低く、利用が大幅に

減っても減便もままならず、休業補償もされな

いので当然です。これに対し、自治体の対応は

ピンキリです。コロナ禍が去っても利用者数は

以前ほどには戻らないと見込まれ、このままで

は多くの事業者が存続できなくなります。 

ここまで読んでいただいた皆さんは、地域公

共交通による「おでかけ」環境確保の大切さ（図

８）と、自治体がそのために果たす役割の重要

さをご理解いただけたと思います。そして、自

治体の他の業務にも参考になる発想を見いだせ

たのではないでしょうか。今ならまだ間に合い

ます。ぜひ地域を変えていってください。そし

て、もし疑問点があれば、お気軽に私まで E-

Mail や Facebook でご連絡ください。意識を共

有できるなら、どこへでも出張します。 

 

図８ 

全国津々浦々まで気兼ねなくおでかけができ、

皆が楽しく行き交うことのできる日本をつくる

のが、私の目標です。 
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